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環境改善施策を評価する場合，施策による環境改善効果と市場経済への影響の両者を把握する必要があ

る．近年，水環境改善施策の環境評価はGISを用いて詳細に行なわれており，これに合わせた詳細な経済
評価が求められている．筆者らはこれまでに流域GISを援用した流域環境評価モデルと流域経済評価モデ
ルを統合した総合環境評価モデルを構築してきた．本研究ではこのモデルを用いて，長良川流域を対象に

農業施肥の削減と森林管理の強化という水環境改善施策に対する総合評価を行い，環境改善による便益や

市場経済便益（不便益）を算出し，施策実施地域，施策対象業種，上下流間の便益帰着構造などを分析す

ることにより，効率的な水環境改善施策に向けた政策的示唆を行う． 
 
Key Words : water environment, strategic environmental assessment, GIS, CGE model, CVM, economic 

evaluation, chemical fertilizer, forest management, Nagara river 
 
 
１．はじめに 

 

環境改善施策を実施しようとする場合，施策による環

境改善効果だけでなく，市場経済への影響も同時に評価

した上で，意思決定を行う必要がある．環境評価と経済

評価を合わせた総合評価モデルは，これまでにもいくつ

か開発されている．例えば，水野谷ら 1）は水質汚濁物

質の動態を表わすエコシステムモデルと流域の社会経済

活動を表わすソシオ・エコノミックモデルをリンクし，

霞ヶ浦流域での環境改善政策の評価を行っている．一方

近年，水環境改善施策の環境評価は，地理情報システム

（GIS）を用いて詳細に行なわれており，これにより詳
細な地域特性に応じた水環境改善施策が抽出できるよう

になった．このような施策を評価するためには，詳細な

空間経済分析が必要となる．以上のような社会的ニーズ

を踏まえ，筆者らはこれまでに図-1 に示すように長良

川流域全域で GISデータを整備し，これを介して CGE
モデルに基づく流域経済評価モデル 2）と全窒素移動量

に基づく流域環境評価モデル 3）を連結した総合環境評

価モデル 4) 5)を構築してきた．そこで本研究では，長良

川流域における具体的な水環境改善施策をいくつか想定

し，このモデルを用いて環境面，経済面の効果を同時か

つ整合的に評価し，長良川流域における効率的な水環境 
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図-1 総合環境評価モデルの概念 

 
改善策について検討することを目的とする．特に次の 3
点に着目して効率的な施策実施に向けた考察を行う． 
①水環境改善施策の実施地域における経済的負担や流域

全体における効果分析を通して，効率的な施策実施地

域について考察する． 
②水環境施策の対象産業および関連産業への経済的負担

や効果分析を通して，効率的な施策対象業種について

考察する． 
③住民意識調査に基づいて身近な河川と流域全体に対す

る環境改善効果を分析し，上下流間の便益帰着構造お

よび流域連携について考察する． 
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２．総合環境評価モデルの概要 

 

(1) 流域環境評価モデル 

近年，長良川流域では環境基準項目のBODやCODな
どは良くなってきている反面，平水時の河川水量の減少

や鮎を主とする淡水魚の減少など水環境は悪化している

ように見受けられる．このような背景のもと新たな科学

的評価手法の確立が求められており，全窒素に関する物

質循環の連続性から環境状態を評価する手法が提案され

ている3）．流域という繋がった各所で水環境を評価する

ためには，各集水域の物質循環の状態を的確に把握する

ことが重要であり，この手法は物質循環の指標として全

窒素に着目して水環境評価を行うものである． 
本研究の流域環境評価モデルは，上記のように提案さ

れた手法を用いる．具体的には，長良川流域の現地観測

結果と人間活動のデータ（土地被覆分布（図-2），森林

薄による植生分布や市町の人口，下水道整備率，農業粗

生産額，牛豚頭数，工場排水量など）を基に，各メッシ

ュでの全窒素移動量 m� （以下，T-Nfluxと表す）を次式
により算出する．なお，メッシュサイズは100ｍメッシ
ュとし，対象範囲は長良川流域全体とする． 

'1 mmmm �������
�

 (1.a) 

���

I

i
iim Aβ  (1.b) 

kx
mm e�

��� '  (1.c) 

ここで， 1��m は上流メッシュより流入する流域内全窒

素移動量， m� は着目メッシュmから排出される物質
量， 'm� は着目メッシュ内での変化量， iA は土地被覆
特性量， i� は iA に対する原単位， I は土地被覆特性
量の数，k は物質量変化係数， xは流下距離を表わす．
長良川流域における全窒素移動量（T-Nflux）の現況分布
を図-3に示す． 
 
(2) 流域経済評価モデル 

流域経済評価モデルは，CGE モデルを利用し経済主
体間および上下流域間の相互関係を考慮した上で水環境

改善効果が最終的に帰着する消費者としての世帯の便益

で評価するものである．これにより，例えば農業の減肥

施策が世帯や内水面漁業，観光業の経済活動に直接的に

もたらす環境改善効果だけでなく，農業の生産効率低下

と市場を通じて波及する関連産業への費用負担が同時か

つ整合的に評価できる．一方，河川流域では連続性の観

点から，上流域の水環境が改善されれば，河川を通じて

下流域の水環境も改善され，その経済活動にも影響をも

たらす．本モデルではこの点も踏まえた評価ができる． 
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図-4 長良川流域の地域区分 

 

表-1 産業部門区分 

米 素材・特用林産物 その他の製造工業製品
その他の穀類 海面漁業 建設
だいこん 内水面漁業 電力・ガス・熱供給
その他の野菜 鉱業 水道
かき 食料品 廃棄物処理
その他の果実 繊維製品 商業
その他の耕種作物 パルプ・紙・木製品 金融・保険・不動産
牛・豚 化学製品 運輸
その他の畜産 石油・石炭製品 旅館・その他の宿泊所
養蚕 非鉄製品 その他のサービス
農業サービス 金属 その他
育林 機械

産業区分（35部門）

 
 

表-2 地域の世帯数とメッシュ数 
地域 郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

世帯数 13,547 12,284 31,414 144,521 31,216 43,338 276,320

メッシュ数(500m) 2,935 2,078 1,021 971 317 336 7,658  
 
(3) 地域産業連関表 

CGEモデルの基準データセットには，産業連関表が必
要不可欠である．本モデルでは，流域内の産業特性を考

慮するため長良川流域を6区分した地域（図-4参照）で，

石川8）によるノンサーベイ手法に基づき，岐阜県産業連

関表9）から地域産業連関表を作成した．なお，産業部門

は，以下のように設定した． 
①特定産業を対象とした施策を評価するため，施策の影

響が直接的に現れる農林水産業部門を細分化する． 
②水環境の影響を捉えるため，水質の影響を受ける産業

として内水面漁業と観光業を抽出する． 
③施策の影響が小さいその他の産業を統合して35部門
（表-1参照）に分類する． 
なお，表-1中の網掛けの産業は，上記の①，②に該当

する産業である．また，表-2に6地域の世帯数とメッシ
ュ数（流域経済評価モデルのメッシュサイズは500mメ
ッシュ）を示す． 

 
(4) 流域 GISの援用 

流域経済評価モデルと流域環境評価モデルを連結する

ために流域 GISを用いる．これにより，施策による環境
評価と経済評価を同時に行うことが可能となり，空間的
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に詳細な評価ができる．使用するのは，世帯数メッシュ

分布データ 10）と T-Nfluxの分布データ 3）との 2つである．
世帯数メッシュ分布データ 10）は平成 12年国勢調査デー
タを利用する．T-Nfluxの分布データ 3）は長良川流域の

環境状態を示すデータである．これによって長良川流域

全体かつ詳細な総合環境評価ができる． 
 
 
３．経済評価指標 

 

本研究では，市場経済便益と環境改善便益を別々に算

出し，それを加算することによって世帯の便益を算出す

る．世帯の便益は，次式で表わされる． 

m
E

m
M

m BBB ��  (2) 

ここで，添字m はメッシュ，Bは世帯の便益， MB は

市場経済便益， EB は環境改善便益を表わす． 
市場経済便益と環境改善便益を分けた理由としては，

水環境が改善したとしても，精々それを見て楽しんだり，

散歩の時間が長くなったりする程度で，世帯の財消費行

動自体が大きく変化するとは考え難いからである．もち

ろん，水環境改善によりレクリエーション機会が増加し

たり，魚などの消費が増えたりすると考えられる．その

点については，生産活動から消費活動の変化までを市場

経済便益として捉える．したがって，本モデルでは世帯

の財消費行動は直接的に変化しないと考え，環境改善に

対する便益を別途に捉えることとする． 
 
(1) 市場経済便益 

市場経済便益は帰着先である世帯の効用変化分を等価

変分（Equivalent Variation : EV）の概念を適用して計量化
する．市場経済便益は次式を満たす． 

� � � �ww
C

w
HcM

wowo
C

wo
Hc MppVBMppV 11 ,,,, ��  (3) 

ここで，添字 wow, はそれぞれ施策の有無（w：有，
wo：無）， cV は消費に対する効用水準， Hp は当該

消費財価格， Cp は貯蓄価格，
1M は総所得を表す． 

(3)式を展開すると次式が求まる． 

� � � �

� � 1
1

1

11
1

1
11

1

1

1

11

�

��

�

���
�

�

��

wo

wowoww

M
MM

B  (4.a) 

� � � �11 11
1

��

��
��

��� CCHH pp  (4.b) 

ここで， l� は代替弾力性， CH �� , は分配パラメータ

を表わす．次式で表すように，この世帯単位の市場経済

便益を世帯数メッシュ分布データに基づいて配分する． 

M
mm

M BNB �  (5) 

表-3 アンケート調査の概要 
　長良川流域15市町
　（岐阜市，郡上市，美濃市，関市，山県市，瑞穂市，
本巣市，北方町，羽島市，岐南町，笠松町，柳津町，
各務原市，美濃加茂市，富加町）

調査方法　 　郵送（ランダムサンプリング）
配布部数　 　2000部
回収部数　 　776部
回収率　　 　38.6%

　①身近な川の位置
　②身近な川についての理解度，現状の満足度，
　　　将来改善してほしい満足度，そのときのWTP
　③長良川流域全体の現状の満足度，
　　　将来改善してほしい満足度，そのときのWTP
　④環境保全に対する意識

対象地域　

主な調査項目

 
 

ここで，N は世帯数を表す．これにより，メッシュ単
位での市場経済便益（不便益）が求められ，地域単位よ

りも詳細な評価ができることとなる． 
 

(2) 環境改善便益 

T-Nfluxの分布データから環境改善便益を求める．世帯 
が環境改善によって得られる便益を正確に表わすため，

環境改善便益を身近な川と長良川流域全体の2つに区分 
する．本研究では，環境改善便益は居住メッシュにおけ

るT-Nfluxの改善度によって得られ，長良川流域の環境改
善便益は，長良川流域全体におけるT-Nfluxの改善度によ
って得られるとする．これらの環境改善便益を算出する

ためには，長良川流域住民の環境指標に対する支払意思

額（Willingness To Pay：WTP）を知る必要がある．そ
のため，長良川流域住民に対して水環境評価に関するア

ンケート調査を実施した． 

 
 
４．長良川流域住民による環境評価 

 
長良川流域住民による水環境評価に関するアンケート

調査の概要を表-3に示す．環境経済評価法としてCVM
を用いることを前提にアンケート設計を行った．まず身

近な川に対する現状の満足度（ nowU ）を尋ね，次にど

のくらいの満足度まで改善して欲しいか，すなわち将来

改善して欲しい満足度（ futureU ）を尋ね，さらにその

ときの支払意思額（ UWTP ）を尋ねた．また身近な川

の位置を地図上で尋ねた． 

 
(1) T-Nfluxに対する限界支払意思額（ＭＷＴＰflux） 

長良川流域住民のT-Nfluxに対する限界支払意思額
（ fluxMWTP ）は，満足度に対する限界支払意思額

（ UMWTP ） と 満 足 度 に 対 す る 限 界 T-Nflux
（MT-Nflux）から次式により求める． 

MT-Nflux
MWTPMWTP U

flux �  (6) 

a) 満足度に対する限界支払意思額（ＭＷＴＰＵ） 

アンケート調査結果を用いて，次式により満足度に対
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する限界支払意思額（ UMWTP ）を求めた． 

nowfuture

U
U UU

WTPMWTP
�

�
 (7) 

ここで， UWTP は将来改善して欲しい満足度まで水環

境が改善するときの支払意思額， futureU は将来改善し

て欲しい満足度， nowU は現状の満足度を表わす．なお，

これらは各地域の平均値として求めた．身近な川と長良

川流域全体について求めた UMWTP を表-4に示す．ま

た表-4には，平均値だけでなく，データのばらつきを見

るために標準偏差を示した．これをみると，現状の満足

度に対するばらつきが大きいのがわかる．これは同じ地

域内でも水環境状態が違ったり，個人によって満足度の

感じ方が違うからである．また，改善してほしい満足度

に対するばらつきは小さい．本研究では，このようにば

らつきのある満足度とWTPの平均値をもとに，満足度
に対する限界支払意思額（ UMWTP ）を求めて評価に

用いるため，評価結果をみる場合にはデータのばらつき

があることに注意する必要がある． 
b) 満足度に対する限界T-Nflux（ＭT-Nflux） 

満足度に対する限界T-Nflux（MT-Nflux）は，現状
の満足度に対するT-Nfluxと理想状態の満足度に対するT-
Nfluxから求める．現状の満足度に対するT-Nfluxについ
ては，アンケート調査における流域住民にとっての身近

な川の地点におけるT-Nfluxを用いることで，現状の満足
度に対するT-Nfluxを算出した．流域住民の身近な川の地
点分布を図-5に示す．一方，満足度が100%のとき，す
なわち理想状態の満足度に対するT-Nfluxについては，ア
ンケートの自由記入より50年ほど前の環境状態を懐かし
む声が多かったので，1950年頃の環境状態を理想状態と
して想定し，流域環境評価モデルによって算出した．

1950年頃の想定として具体的には，人口を現在の3/4，農
業系排水を現在の1/2，工業系排水をゼロ，畜産系排水
を現在の70％として想定し，図-6に示すような理想状態

のT-Nfluxの分布を求めた． 
現状と理想状態の満足度に対するT-Nfluxから次式を用
いて，満足度に対する限界T-Nflux（MT-Nflux）を算
出した． 

nowideal

nowideal

UU
fluxfluxfluxMT-Nflux

�

�
�

�

�
�

U
 (8) 

ここで， idealflux は理想状態のT-Nflux， nowflux は現

状環境状態のT-Nflux， idealU は理想の満足度（100％），

nowU は現状の満足度を表わす．身近な川と長良川流域

全体のMT-Nfluxを表-5に示す． 
c) T-Nfluxに対する限界支払意思額（ＭＷＴＰflux） 

身近な川と長良川流域全体のそれぞれについて求めた

fluxMWTP を表-6に示す． 
 

表-4 満足度に対するＭＷＴＰＵ 
地域 郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

58(27) 57(25) 50(24) 47(26) 43(29) 35(23) 46(27)
55(24) 59(21) 56(21) 59(20) 54(23) 49(22) 56(22)
88(12) 86(12) 83(12) 81(14) 79(16) 73(16) 80(16)
80(15) 83(12) 83(14) 83(12) 79(16) 78(14) 82(14)
30(22) 29(21) 33(21) 34(22) 36(25) 38(20) 34(39)
25(21) 24(17) 27(17) 24(16) 25(19) 29(23) 26(19)
7,971

(12,810)
3,955

(4,173)
5,072

(7,407)
6,309

(9,584)
5,433

(11,270)
4,846

(5,364)
5,616

(8,062)
7,248

(11,701)
4,190

(4,190)
4,921

(4,788)
6,716

(9,240)
4,777

(7,475)
5,518

(7,742)
5,742

(8,142)

266 136 154 186 151 128 165

290 175 182 280 191 190 221

（()内は標準偏差を示す．上段：身近な河川，下段：長良川流域全体）

満足度が
１％上がったとき
のＷＴＰ

現状の満足度
の平均値（%）

改善してほしい満足度
の平均値（%）

現状の満足度と改善してほし
い満足度の平均値の差分（%）

ＷＴＰ
の平均値

 
 

表-5 満足度に対するＭT-Nflux 
地域 郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

-0.202 -0.208 -0.153 0.001 0.162 0.167 -0.138
-0.138

-0.206 -0.215 -0.171 -0.056 0.091 0.098 -0.158
-0.158

-0.004 -0.007 -0.018 -0.057 -0.071 -0.069 -0.019
-0.019

42(24) 43(24) 50(23) 53（25） 57(28) 65(22) 54(25)
45(22) 41(19) 44(20) 41(19) 46(22) 51(22) 44(20)

-0.00009 -0.00016 -0.00035 -0.00107 -0.00124 -0.00106 -0.00036
-0.00043 -0.00047 -0.00044 -0.00047 -0.00042 -0.00038 -0.00044

（()内は標準偏差を示す．上段：身近な河川，下段：長良川流域全体）

満足度が１％上がったときの
T-Nflaxの変化量

現状のT-Nflax
の平均値

理想のT-Nflax
の平均値

理想と現状のT-Nflax
の平均値の差分
理想（100％）と現状
の満足度の差分

 
 

表-6 T-Nfluxに対するＭＷＴＰ 
地域 郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

身近な川のT-Nflax
に対するＭＷＴＰ

-2,830,759 -830,226 -433,981 -172,750 -121,862 -119,985 -458,540

流域全体のT-Nflax
に対するＭＷＴＰ

-670,696 -367,978 -412,266 -589,818 -451,864 -498,872 -499,548
 

 

 

５．長良川流域環境改善施策の効果分析 

 

(1) 水環境改善施策の想定 

a) 減肥施策の想定 

岐阜県では，現在人と環境にやさしい「岐阜クリーン

農業」を推奨している 11）．「岐阜クリーン農業」とは

化学肥料及び化学合成農薬の使用量を従来の栽培と比べ

ていずれも 30%以上削減した栽培方法である．そこで本
研究では，「岐阜クリーン農業」を上流の郡上地域で実

施する施策を施策①，下流の本巣地域で施策を実施する

施策を施策②として想定する．化学肥料や化学合成農薬

の削減を行う場合，農作物の成長が遅くなり，生産の効

率性が低下すると考えられる．また，草取りなどの労働

や肥料以外の資本の追加投入が必要になる．モデルでは，

農業系産業部門の生産効率パラメータを操作し，間接的

に労働と資本を多く投入することでこれを表現している．

労働資本投入が通常より増加することで生産要素費用が

上昇し，市場価格メカニズムから消費が減少し，最終的

に生産量が減少されるという仕組みとなっている． 
b) 森林管理の強化施策の想定 

近年，林業衰退に伴う森林管理の低下は枝打ちや間伐

による余分な水分放出抑制を正常に機能させられなくな

っており，森林土壌の乾燥化を招いている．篠田らの先

行研究 12）より，森林土壌が乾燥化すると，少降雨時で

も土壌とともに窒素が流出してしまうため，河川水にお

ける排出汚濁負荷が増加することがわかっている．そこ

で，美濃地域における間伐などの森林管理を強化する施

策を施策③として想定する．具体的には，美濃地域にお

ける森林管理，すなわち育林産業部門の労働を追加投入
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することを想定する．モデルでは，労働は余りなく投入

さている（失業も効率的な経済活動の結果発生してい

る）と仮定されるため，育林産業部門に労働を追加投入

すると，他の産業から労働を転換してこなくてはならず，

労働を追加投入した分だけ生産効率が低下する． 

c) シナリオの設定 

実際に減肥や森林管理を実施すると農作物や育林の生

産効率にどのくらい影響を及ぼすかについては様々な意

見があり定かではないため，これらをシナリオとして与

えることとし，生産効率パラメータの低下率は0，5，10，
20，30%の5通りとする．さらに，施肥の削減率につい
ては，農作物により実現可能な範囲が異なると考えられ

るので，5，10，20，30%の4通りとする．同様に森林管
理を行うことによる汚濁負荷削減率も5，10，20，30%
の4通りとする． 
 
(2) 水環境改善施策による水環境改善効果 

流域環境評価モデルを用いて，施策を実施した場合の

環境改善効果を求めた．図-7 に各施策による T-Nfluxの
変化量を示す． 
 

(3) 水環境改善施策による経済効果 

a) 施策①の効果分析 

施策①による各地域の環境改善便益を表-7，郡上地域

の市場経済便益と総合便益を表-8，下流域の市場経済便

益と総合便益を表-9，流域全体の総便益を表-10 に示す．

表-7 をみると，施肥の削減率を増やすごとに環境改善

便益が指数的に増加していることがわかる．また郡上地

域と美濃地域では，身近な川の環境改善便益が長良川流

域全体の環境改善便益よりも大きい．これは施策を実施

する郡上地域の環境改善が直下流の美濃地域の環境改善

に強く影響しているからと考えられる．表-8 をみると，

施策を実施する郡上地域では，生産効率が低下すると市

場経済便益はすべて負になるのがわかる．しかし，環境

改善便益と市場経済便益を合わせた総合便益では，組み

合わせにより正や負になる．一方下流域では，表-9 を

みるとわかるように市場経済便益，総合便益ともに正の

便益しか生じない．施策実施に当たっては，これらを踏

まえて費用負担等を考える必要がある．表-10 をみると，

流域全体の総便益は組み合わせにより，正や負になるこ

とがわかる．施策を実施するにあたり，一部の地域だけ

でなく，流域全体から施策効果を考える必要がある． 
ここで，施肥削減率 30%，生産効率低下率 10%を例と
して結果を詳細に分析する．図-8 に産業別の財価格，

家計消費量，生産量の変化を，表-11 に地域内総生産額

の変化を示す．図-8 をみると，施策による市場経済へ

の波及効果を把握することができる．地域内生産額の変

化率が大きい産業部門としては，農業系産業部門の中間 

表-7 環境改善便益 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体
4,054 1,316 46 54 11 24 5,505
143 71 203 1,337 221 339 2,314

8,007 2,700 90 104 18 32 10,952
284 141 404 2,662 440 675 4,607

16,967 5,696 184 208 32 49 23,137
629 313 896 5,898 976 1,496 10,208

26,975 9,073 283 315 47 67 36,759
1,017 506 1,449 9,538 1,578 2,419 16,508

（上段：身近な川，下段：長良川流域全体） （単位：万円）

30%

施肥
削減率

5%

10%

20%

 
 

表-8 郡上地域の市場経済便益と総合便益 

0% 5% 10% 20% 30%
225 -12,346 -26,221 -58,812 -100,020 

4,421 -8,149 -22,024 -54,615 -95,823 
448 -12,122 -25,998 -58,589 -99,798 

8,739 -3,831 -17,707 -50,298 -91,507 
993 -11,578 -25,454 -58,047 -99,258 

18,589 6,018 -7,858 -40,451 -81,662 
1,599 -10,972 -24,849 -57,444 -98,657 

29,591 17,019 3,142 -29,452 -70,666 
（上段：市場経済便益，下段：総合便益）（単位：万円）

施肥
削減率

生産効率パラメータ削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-9 下流域の市場経済便益と総合便益 
美濃 関 岐阜 本巣 羽島 下流域
121 128 471 58 280 1,058
1,508 377 1,862 290 643 4,681

245 258 927 106 346 1,882
3,086 753 3,693 564 1,054 9,150

512 519 1,859 201 481 3,573
6,521 1,600 7,965 1,209 2,026 19,322

807 805 2,807 316 617 5,352
10,386 2,537 12,660 1,941 3,103 30,627

（上段：市場経済便益，下段：総合便益） （単位：万円）

10%

20%

30%

施肥
削減率

5%

 
 

表-10 流域全体の総便益 

0% 5% 10% 20% 30%
5% 9,102 -3,468 -17,344 -49,934 -91,143 
10% 17,889 5,318 -8,558 -41,149 -82,358 
20% 37,910 25,340 11,463 -21,130 -62,341 
30% 60,218 47,646 33,769 1,174 -40,039 

（単位：万円）

施肥
削減率

生産効率パラメータ削減率
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図-8 家計消費量,生産額の産業別変化 

 

表-11 地域内生産額の変化額と変化率 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

without 230,615 285,635 1,253,822 2,650,189 492,654 1,580,019 6,492,933
with 230,242 285,657 1,253,825 2,650,210 492,654 1,580,022 6,492,609
変化額 -373 22 3 21 1 3 -324 
変化率 -0.16% 0.00766% 0.00022% 0.00080% 0.00010% 0.00019% -0.00499%

（単位：百万円） 
 

投入が多い農業サービス部門であることが読み取れる．

その他の畜産部門の変化率も大きいが，生産額の少ない

産業部門では変化率が大きく現れることに注意して施策

の影響を見る必要がある．表-11 をみると，施策を実施

する郡上地域では，施策の対象となる農業系産業部門へ



 6

の負の効果が地域全体に波及し，地域内総生産額が  

-0.16％減少している．下流 5地域については，わずかで
はあるが地域内総生産額が増加し，市場を通じた環境改

善の波及効果が生じている． 
b) 施策②の効果分析 

施策②による各地域の環境改善便益を表-12，本巣地

域の市場経済便益と総合便益を表-13，下流域の市場経

済便益と総合便益を表-14，流域全体の総便益を表-15

に示す．表-12と施策①の表-7とを比較すると，施策②

の方が下流地域で施策を実施する分，身近な環境改善便 
益を受ける地域も少なく，流域全体の環境改善便益も小

さくなる．このように環境改善便益については，上流地

域で施策を実施した方が大きくなる．表-13 をみると，

施策を実施する本巣地域では，生産効率が低下すると市

場経済便益，総合便益ともにすべて負になるのがわかる．

これは農業の生産額のシェアが高い本巣地域では，環境

改善で得られる正の便益よりも，市場経済便益の負の便

益のが大きくなっていることを表す．一方下流域は，

表-14 をみると，施策②が元々下流の本巣地域で実施す

るため，市場経済の影響を受ける地域が岐阜地域と羽島

地域の 2 地域しかない．しかし，施策①の表-9 と比較

すると岐阜地域の市場経済便益が高くなっている．これ 
は施策②では岐阜地域の直上流の本巣地域で施策を実施

するので環境改善の影響が強いからと考えられる．表-

15 をみると，流域全体の総便益は，生産効率が低下す

ると全て負になることがわかる．これは施策①と比較し

て，施策実施地域の市場経済便益の負の影響が大きく，

また下流域で施策が実施されるため環境改善便益も小さ 
くなっているからである．このように施策実施地域は上

流域の方が施策効果は高いと考えられる． 

ここで，施肥削減率 30%，生産効率低下率 10%を例と
して結果を詳細に分析する．図-9 に産業別の財価格，

家計消費量，生産量の変化を，表-16 に地域内総生産額

の変化を示す．図-9 をみると，全体的には同じ減肥施

策である施策①の図-8 と同傾向であるが，一部の産業

では異なることもある．これはその地域の産業特色の影

響であり，地域ごとに各産業への影響を考える必要があ

る．表-16 をみると，施策を実施する本巣地域への影響

の大きさがわかる．そしてそれがそのまま流域全体への

影響となっている．全体で，施策①と比較すると，施策

②は環境改善便益も小さく，市場経済への負の影響が大

きいので，あまり効率的な施策ではないと言える． 

c) 施策③の効果分析 

施策③による各地域の環境改善便益を表-17，美濃地

域の市場経済便益と総合便益を表-18，下流域の市場経

済便益と総合便益を表-19，流域全体の総便益を表-20

に示す．表-17 をみると美濃地域の身近な川に対する環

境改善便益が圧倒的に高いのがわかる．これは美濃地域 

表-12 環境改善便益 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

0 0 0 53 913 25 991
100 50 143 941 156 239 1,629

0 0 0 104 1,867 30 2,002
204 101 290 1,910 316 485 3,306

0 0 0 212 3,912 40 4,163
425 212 606 3,990 660 1,012 6,905

0 0 0 324 6,177 50 6,551
671 334 957 6,297 1,042 1,597 10,898

（上段：身近な川，下段：長良川流域全体） （単位：万円）

施肥
削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-13 本巣地域の市場経済便益と総合便益 

0% 5% 10% 20% 30%
919 -32,578 -69,641 -155,990 -264,313 
1,988 -31,509 -68,573 -154,921 -263,245 
1,873 -31,726 -68,691 -155,044 -263,372 
4,056 -29,543 -66,508 -152,861 -261,189 
3,897 -29,705 -66,674 -153,035 -261,375 
8,469 -25,133 -62,102 -148,463 -256,803 
6,108 -27,497 -64,470 -150,841 -259,194 
13,328 -20,278 -57,251 -143,622 -251,974 

（上段：市場経済便益，下段：総合便益）（単位：万円）

生産効率パラメータ削減率

施肥
削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-14 下流域の市場経済便益と総合便益 
郡上 美濃 関 岐阜 羽島 下流域

0 0 0 1,398 311 1,709
100 50 143 2,392 575 3,261

0 0 0 2,817 419 3,235
204 101 290 4,831 934 6,360

0 0 0 5,779 623 6,403
425 212 606 9,981 1,675 12,900

0 0 0 8,928 833 9,761
671 334 957 15,549 2,479 19,990

（上段：市場経済便益，下段：総合便益） （単位：万円）

施肥
削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-15 流域全体の総便益 

0% 5% 10% 20% 30%
5% 5,248 -28,248 -65,312 -151,660 -259,984 
10% 10,416 -23,183 -60,148 -146,500 -254,829 
20% 21,369 -12,233 -49,202 -135,564 -243,904 
30% 33,318 -288 -37,261 -123,632 -231,984 

（単位：万円）

生産効率パラメータ削減率

施肥
削減率
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図-9 家計消費量,生産額の産業別変化 

 

表-16 地域内生産額の変化額と変化率 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

without 230,615 285,635 1,253,822 2,650,189 492,654 1,580,019 6,492,933
with 230,615 285,635 1,253,822 2,650,256 491,366 1,580,023 6,491,717
変化額 0 0 0 67 -1,288 4 -1,216 
変化率 0% 0% 0% 0.0025% -0.26% 0.00025% -0.019%

（単位：百万円） 
 

内で森林割合が高いこととにより，施策③の効果が大き

いことを表す．この美濃地域の高い環境改善の影響が流

域全体の環境改善につながっている．表-18 をみると，

施策を実施する美濃地域では，生産効率が低下すると市

場経済便益は全て負になるのがわかる．しかし，環境改
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善便益と市場経済便益を合わせた総合便益では，組み合

わせにより正や負になることがわかる．一方下流域は，

表-19 をみるとわかるように市場経済便益，総合便益と

もに正の便益しかない．また各便益の大きさも施策①，

施策②の表-9，表-14 と比較して大きいことがわかる．

これは施策③の方が環境改善の効果が高いからと考えら

れる．表-20 をみると，流域全体の総便益はひとつの組

み合わせ以外はすべて正になっている．しかし，実際に

森林管理を実施したときにどのくらい汚濁負荷が削減で

き，またそのときどのくらい生産効率が低下するかの相

関関係が明確でないので，この評価結果の取り扱いに注

意が必要である． 
ここで，汚濁負荷削減率 10%，生産効率低下率 30%を
例として結果を詳細に分析する．図-10 に産業別の財価

格，家計消費量，生産量の変化を，表-21 に地域内総生

産額の変化を示す．図-10 をみると，地域内生産額の変

化率が大きい産業部門としては，育林産業部門の中間投

入が多い素材・特用林産物部門，繊維製品部門であるこ

とが読み取れる．表-21 をみると，施策を実施する本巣

地域では，施策の対象となる育林産業部門への負の効果

が地域全体に波及し，地域内総生産額が-0.22％減少して 
いる．下流 4地域については，わずかではあるが地域内
総生産額が増加し，市場を通じた環境改善の波及効果を

捉えることができている．全体的にみると，施策①，施

策②の減肥施策に比べて，環境改善便益も大きく，市場

経済への負の影響も小さいため，施策③は効率的な施策

であると言える． 
 
(4)便益の分布 

図-7に各施策による便益の分布を示す．身近な環境改

善便益の分布については，施策を実施した地域に大きく

分布していることがわかる．また流域全体環境改善便益

の分布については，流域全体に正の便益が発生している

のがわかる．岐阜市周辺で便益が大きいのは，世帯数の

分布が多いからである．市場経済便益の分布については，

施策を実施する地域では，市場不経済の影響が強く負の

便益が表れている．実際には施策は各地域の一部で実施

されているため，市場経済不便益の分布も一様でないが，

その点については表現できていない．これについては，

今後の課題としたい． 
 

 

６．おわりに 

 
本研究では流域環境評価モデルと流域経済評価モデル

を連結した総合環境評価モデルを用いて，長良川流域に

おける水環境改善施策の効果分析を行った．以下に本研

究の成果を簡単にまとめる． 

表-17 環境改善便益 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

0 2,041 2 8 1 1 2,052
703 350 1,002 6,593 1,091 1,672 11,410

0 4,188 4 16 1 22 4,231
1,444 719 2,059 13,551 2,242 3,437 23,452

0 8,846 8 31 2 23 8,910
3,055 1,520 4,354 28,657 4,742 7,269 49,596

0 14,098 13 46 4 3 14,163
4,875 2,425 6,949 45,738 7,569 11,601 79,158

（上段：身近な川，下段：長良川流域全体） （単位：万円）

汚濁
負荷
削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-18 美濃地域の市場経済便益と総合便益 

0% 5% 10% 20% 30%
252 -2,117 -4,746 -10,973 -18,948 

2,643 274 -2,355 -8,582 -16,557 
516 -1,853 -4,482 -10,709 -18,684 

5,422 3,053 425 -5,803 -13,778 
1,085 -1,284 -3,912 -10,140 -18,115 
11,451 9,082 6,453 225 -7,750 
1,722 -647 -3,276 -9,504 -17,480 
18,245 15,876 13,247 7,019 -957 

（上段：市場経済便益，下段：総合便益）（単位：万円）

生産効率パラメータ削減率

汚濁
負荷
削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-19 下流域の市場経済便益と総合便益 
郡上 関 岐阜 本巣 羽島 下流域

0 128 471 58 280 938
703 1,132 7,071 1,150 1,953 12,009

0 258 927 106 346 1,637
1,444 2,321 14,494 2,349 3,805 24,413

0 519 1,859 201 481 3,060
3,055 4,882 30,547 4,946 7,772 51,201

0 805 2,807 316 617 4,545
4,875 7,767 48,592 7,888 12,221 81,343

（上段：市場経済便益，下段：総合便益） （単位：万円）

汚濁
負荷
削減率

5%

10%

20%

30%

 
 

表-20 流域全体の総便益 

0% 5% 10% 20% 30%
5% 14,652 12,283 9,655 3,427 -4,548 
10% 29,835 27,466 24,838 18,610 10,635
20% 62,652 60,283 57,654 51,426 43,451
30% 99,588 97,218 94,590 88,362 80,386

（単位：万円）

生産効率パラメータ削減率

汚濁
負荷
削減率
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図-10 家計消費量,生産額の産業別変化 

 

表-21 地域内生産額の変化額と変化率 
郡上 美濃 関 岐阜 本巣 羽島 流域全体

without 230,615 285,635 1,253,822 2,650,189 492,654 1,580,019 6,492,933
with 230,615 285,002 1,253,823 2,650,196 492,654 1,580,021 6,492,310
変化額 0 -633 1 7 0 2 -623 
変化率 0% -0.22% 0.000071% 0.000264% 0.000035% 0.000105% -0.0096%

（単位：百万円） 
 

①施策実施地域が上下流域で異なる減肥施策の評価を行

い，上流域での施策実施の効率性を明らかにした． 
②環境改善効果と市場経済の影響を流域全体で捉えるこ

とにより，森林管理の強化の効率性を明らかにした． 
③長良川流域住民の意識に基づいた水環境改善施策の評

価により，上下流域連携の可能性を示した． 
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図-2 土地被覆分布 3）   図-3 T-Nfluxの分布 3）  図-5 身近な河川の位置 図-6 理想状態を想定した 
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環境改善効果   身近な環境改善便益 流域全体環境改善便益  市場経済便益      総便益 

図-7 各施策による便益の分布 
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今後の課題としては，①本研究で得られた政策的示唆

に基づいて長良川流域における施策の最適な組み合わせ

を検討すること，②その際，流域住民における自主的な

環境配慮行動に基づく生活排水対策についても効果分析

を行うこと，③地域の移入出を考慮し，地域間交易をと

らえた効果分析を行うこと，などが挙げられる． 
 

謝辞：なお，本研究は，岐阜市と岐阜大学の共同研究

「長良川ニューユートピア計画」の成果の一部である．

アンケートの実施にあたり，流域市町，及び住民の方々
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AN ANALYSIS OF WATER ENVIRONMENTAL IMPROVEMENT MEASURES 
WITH COMPREHENSIVE ENVIRONMENTAL ASSESSMENT MODEL 

 
Akiyoshi TAKAGI, Seiro SHINODA, Kaoru NISHIKAWA, 

Takashi MATSUDA, Takeshi KATAGIRI and Takako NAGATA 
 

It is necessary to evaluate both of the effect of environmental improvement and the impact of market 
economy for assessing the environment improvement measures. Recently, the physical assessment of 
water environment improvement measures has been performed spatially in detail by the technological 
advance and the expanded database of GIS. Therefore, we have built the comprehensive environmental 
assessment model of combining the basin economic assessment model with the basin environmental 
assessment model that is able to evaluate physically the basin environmental condition until now. In this 
study, we assess several water environment improvement measures those are the reduction of chemical 
fertilizer on agriculture and the reinforcement of forest management in the Nagara river basin with this 
comprehensive environmental assessment model. The implication for realizing the efficient water 
environmental improvement measure is shown through analyzing the target area, the target sector and the 
benefit incident structure between upper and down stream regions. 


